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福祉事務所における職員の現況と課題
元　田　宏　樹
要約
社会保障制度のひとつである生活保護法は，1950（昭和25）年に成立し，日本におけるセーフティネットと
して重要な役割を果たしてきた。主な受給者層は加齢，傷病，失業等によって収入が減少した世帯である。近
年，高齢化や社会構造の変化により収入が最低生活水準を下回る世帯が増加し，その結果，保護受給世帯は過
去最多１となっている。
生活保護法の目的は憲法で規定された生存権の保障と自立の助長である。しかしながら成立後60年以上が経
過しており，現代の生活困窮者に本制度を適用しようとした時，そこには矛盾や限界が発生するようになって
しまった。
本稿においては，生活保護制度を概観したうえで，現状における課題を抽出し改善するべきところについて，
法制度の面から，そして制度を運用する職員の専門性の観点から論じることとした。
なお，社会保障の財源は限られており，大幅な予算増を伴う改善策の提示は現実的ではないという判断から
現状の枠組みを効果的に組み替えるとともに公共政策を担う行政機関の守備範囲を考察し，既存の社会資源を
有効に活用することも問題解決に向けての重要な要素であることを確認した。
キーワード：生活保護，ケースワーカー，自立，福祉事務所，職員の専門性
１．はじめに
国や自治体が市民の生活を守る仕組みの一つに
「社会保障制度」がある。これは①社会保険，②社
会福祉，③公的扶助，④保健医療・公衆衛生の４つ
の柱で成り立っている。この中でも公的扶助制度は
他の制度と違い全額が租税によって賄われているの
が，その特徴である。①の社会保険は有償のサービ
スであり，定められた保険料を納付していなければ
受給が制限されるが，公的扶助は無償のサービスで
あるため一定の条件をクリアすれば誰でも受給でき
る。
本稿では，公共政策の中でも多くの市民に受給の
権利が保障されている生活保護制度に着目し，それ
を実際に運用している福祉事務所及びそこで働く現
業員（以下「ケースワーカー」という）の現状と課
題について問題提起し，望ましい執行体制やあるべ
き姿について論述する。
２．公共政策としての生活保護制度とその課題
2.1.　生活保護法の目的
生活保護制度の目的は，憲法第25条が規定する
「国民は，健康で文化的な最低限度の生活を営む権
利を有する」という条文の実現である。これは，生
活保護法第１条で「この法律は，日本国憲法第25条
に規定する理念に基き（中略）その最低限度の生活
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を保障するとともに，その自立を助長することを目
的とする」との規定からも明白である。
2.2.　基本原理
生活保護法では，４つの基本原理が定められてい
る。第１は生活保護法第１条で規定する「国家責任
による原理」である。これは生活困窮に陥った国民
については国が保護するという原理である。また，
第１条に併記された「自立を助長することを目的と
する」という条文は，保護を受けることによって陥
りがちな，いわゆる「惰眠」を防止する意味ではな
い。小山進次郎２によれば「『最低生活の保障』と
対応し社会福祉の究極の目的とする『自立の助長』
を掲げることにより，この制度が社会保障の制度で
あると同時に社会福祉の制度である所以を明らかに
しようとした」（小山：84）とされている。
しかしながら，保護適用の現場において，本来の
主旨とは違った形で運用されてきたこともあった。
すなわち「自立の助長」が目指すところを「保護廃
止」と短絡的に結び付け，被保護者の生活状況を掌
握しないまま経済的自立を押しつける処遇が行われ
たことも多く見受けられる。近年は，「自立」の概
念も新しい考え方３が浸透し，必ずしも経済的な自
立に捉われるのではなく生活保護を受給しながら，
社会に貢献していくというスタイルを志向する動き
もある。いずれにしても法の趣旨に則して運用する
べきである。
第２は「保護請求権無差別平等の原理」である。
生活保護法第２条では，国民に保護請求権を認めた
上で，生活困窮状態に陥った原因を問うことなく保
護受給できることが定められている。小山は「社会
的基準から背離している者を指導して自立できるよ
うにさせることこそ社会事業の目的とし任務とする
所であって，これを始めから制度の取扱対象の外に
置くことは，無差別平等の原則からみて最も好まし
くない所だからである」（小山：106）と説明してい
る。旧生活保護法４においては，「生計の維持に努
めない者」，「素行不良な者」等は保護に値しないと
して取り扱われていたが，最低生活保障という観点
から新法においてはこれを改め，急迫した事由があ
る場合には，一旦保護を開始し，その後適切な指
導・指示を行う方法が執られるようになった。すな
わち，貧困状態に陥った理由を問わず，年齢等の制
限も一切なく，生活に困窮していれば，どのような
人であれ保護を開始することとなった。
第３は「最低生活保障の原理」である。生活保護
法第３条では「この法律により保障される最低限度
の生活は，健康で文化的な生活水準を維持すること
ができるものでなければならない」と規定されてい
る。これは憲法第25条を実現するための条文であ
り，保護基準の具体性を担保したものである。その
基準について，「単に辛うじて生存を続けることを
得せしめるという程度のものであってはならない」
（小山：115）とされている。ここで，問題になるの
が「最低生活」がどの程度のものなのかということ
である。これは，その国の「貧困基準」を示すこと
につながり社会全体における他制度の様々な最低生
活水準の基礎データになる。1983（昭和58）年12月
の中央社会福祉審議会生活保護専門分科会は，「今
日における最低生活の保障の水準は，単に肉体的生
存に必要な最低限の衣食住を充足すれば十分という
ものでなく，一般国民の生活水準と均衡のとれた最
低限度のものでなければならない」と報告した。こ
れを受け現在の生活保護制度で採用されているの
が，「水準均衡方式」である。この方式は，一般世
帯の生活水準の変動に対応するという観点から，予
算編成時に公表される政府経済見通しの国民の生活
水準の伸びを基礎として，前年度までの一般世帯の
消費支出水準の実績などを勘案して生活保護基準の
改定率を決定し調整を行う方式である。この方式が
導入されたことにより，一般世帯の生活水準の変動
に速やかに対応するかたちで生活保護基準が改善さ
れるようになった。
その基準５は，一般勤労者世帯の平均消費水準の
約60～70％になるように設定されている。
貧困基準の測定は，国民の生活水準や時代におけ
る社会的な考え方によって変化してきたが，人間が
社会的・文化的な存在として，人としての尊厳を保
つ最低生活を保障するとともに地域の多様性を考慮
した基準を維持することが肝要である。
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第４は「保護の補足性の原理」である。生活保護
法第４条には「保護は，生活に困窮する者が，その
利用し得る資産，能力その他あらゆるものを，その
最低限度の生活の維持のために活用することを要件
として行われる」と規定されている。この原理は，
保護を受ける者が最低限守るべき条件を定めたもの
である。生活保護制度が国民の税金で賄われている
ことから，このような規定も否定できない一面はあ
る。しかしながら，法案を策定した小山自身が「『あ
らゆるもの』は，資産，能力だけでは表現し尽せぬ
ものがあるので用いたが，この言葉は各方面で評判
が悪く，この規定全体の与える印象が極めて暗いも
のになっていると批判されているが，この点衷心か
ら心苦しく感じている次第である」（小山：119）と
述べている。同条をそのまま受け入れるならば，保
護を受けるには，資産を売却し預貯金もすべて費消
し最低生活が維持できない状態に陥らないと申請が
できないことになる。失業や傷病等により一時的に
収入が減少した世帯においては，却って生活保護か
らの脱却が困難となりその後の生活再建は長引いて
しまう。「高齢者」，「障害者」といった者と経済的
自立の可能性が高い者とは，この規定については相
容れないと考える。
また，同条第２項には「民法に定める扶養義務者
の扶養及び他の法律に定める扶助は，すべてこの法
律による保護に優先して行われるものとする」とあ
る。旧生活保護法においては，これを保護受給の資
格に関連させていたところだが，新法においては，
これを避け単に民法上の扶養が生活保護に優先して
行われるべきだという建前を規定するだけとなっ
た。すなわち，旧法においては，扶養義務者に一定
の資力があれば現実に扶養しているかどうかを問わ
ず保護は支給されなかった。新法では，仮に扶養義
務者に資力があったとしても，扶養義務者が扶養を
断れば保護の実施機関は保護をしなければならない
こととなった。実務的には保護申請の際に，福祉事
務所から申請者の扶養義務者に対して「扶養照会」
が行われている。申請者の立場から論じれば，生活
保護の申請に至るまでに，親兄弟をはじめ親戚等に
援助の依頼をしてきたケースが多く，それでも生活
が立ち行かなくなっている状態であることから，扶
養義務者とは既に関係性が切れている人が少なくな
い。そうしたことから，この「扶養照会」を極端に
厭うケースが多いばかりか，保護申請そのものを拒
絶してしまうこともある。家族の関係性が比較的に
強かった時代からそれが弱くなった現代では，扶養
照会について再考の余地があると言えるのではない
か。
３．生活保護制度を司る福祉事務所の運営体制
3.1.　「福祉事務所」設置に関する根拠法令
生活保護を運営する機関として，「福祉事務所」
が設置されている。社会福祉法第14条で「都道府県
及び市（特別区を含む。以下同じ。）は，条例で，
福祉に関する事務所を設置しなければならない」と
規定されている。法律上の名称としては，「福祉に
関する事務所」となっている。都道府県及び市は条
例で設置が義務付けられているのに対し，町村は同
条第３項で「条例で，その区域を所管区域とする福
祉に関する事務所を設置することができる」となっ
ていることから設置は任意である。ちなみに，町村
が設置している福祉事務所は2013年４月１日現在，
全国で42箇所となっている。
こうしたことから，町村が設置しない地域につい
ては都道府県が福祉事務所を設置している状況であ
る。東京都の場合，瑞穂町・日の出町・檜原村・奥
多摩町の４町村が存在するが，その地域を所管区域
とする「東京都西多摩福祉事務所」を設置している。
なお，島嶼部については，都の支庁（大島・八丈・
三宅・小笠原）において福祉事務所の業務を行って
いる。
3.2.　福祉事務所の組織
厚生省（当時）は，1953（昭和28）年に「福祉事
務所運営指針」を策定し，①生活保護法，②児童福
祉法，③身体障害者福祉法の福祉三法の適正執行を
図るため福祉事務所組織のあり方を示した。しかし
ながら，当時の福祉事務所の業務の実態は，生活保
護の運営が大部分を占めていた。
その後，1960（昭和35）年に精神薄弱者福祉法
173
Hosei University Repository
（現・知的障害者福祉法），1963（昭和38）年に老人
福祉法，1964（昭和39）年に母子福祉法（現・母子
及び寡婦福祉法）が新たに成立し，福祉事務所は，
これらの福祉六法を担当する実施機関となった。こ
のように業務が大幅に拡大されたことから，生活保
護業務以外の福祉五法の実施体制を強化する必要性
に迫られた。そのため，福祉五法担当職員の増員が
図られ，福祉六法に対応するための福祉事務所とし
て再編整備された（岩田：159）。
その体制を確立するため，1970（昭和45）年に厚
生省社会局長及び児童家庭局長の連名通知「福祉事
務所における福祉五法の実施体制の整備について」
が各都道府県知事及び指定都市市長あてに出され
た。それまでの，福祉事務所は，庶務課と保護課の
２つの課が設置されており，身体障害者福祉司，知
的障害者福祉司，老人福祉指導主事がそれぞれ保護
課内で独立して置かれケースワーカーの指導にあ
たっていた。新たな通知においては，福祉六法を生
活保護法とそれ以外の五法に分け，生活保護法につ
いては，従来どおり保護課が所管し，新たに福祉課
を設置し福祉五法を所掌することになった。これに
より，身体障害者福祉司，知的障害者福祉司，老人
福祉指導主事は福祉課に所属することになった（岩
田：159）。
3.3.　業務内容
福祉事務所の業務内容は，設置者によって異な
る。市町村（特別区を含む）が設置する福祉事務所
の場合，社会福祉法第14条第６項の規定により，①
生活保護法，②児童福祉法，③母子及び寡婦福祉法，
④老人福祉法，⑤身体障害者福祉法，⑥知的障害者
福址法の各法で定められている援護，育成又は更生
の措置に関する事務のうち市町村が処理することと
されているものを所掌するとされている。
都道府県が設置する福祉事務所の場合は，同法第
５項の規定により，①生活保護法，②児童福祉法，
③母子及び寡婦福祉法の各法に定める援護又は育成
の措置に関する事務のうち都道府県が処理すること
とされているものを司るとされている。
前述したとおり町村は福祉事務所の設置が任意と
されていることから設置していない町村について
は，都道府県の福祉事務所が取り扱わない①老人福
祉法，②身体障害者福祉法，③知的障害者福址法の
各法に定められた事務を行うことになる。
また，法制定時，福祉事務所は都道府県や市役所
の本庁舎とは別の独立した庁舎として運営がなされ
る予定であった。しかしながら，自治体の財政状況
等から独立した機関とすることが難しかったため，
社会福祉法の前身である社会福祉事業法の附則９に
おいて，「事務所の長は，当分の間，第十六条（服
務の専任）の規定にかかわらず，当該都道府県又は
市町村の社会福祉に関する事務をつかさどる他の職
を兼ねることができる」という経過規定が設けられ
た。そしてこの経過措置が，現在まで続いており，
多くの自治体において，福祉事務所という名称にも
関わらず，実態としては，本庁舎内の高齢，障害，
児童，生活保護等の各所管課を統合する形態が福祉
事務所と呼ばれており福祉所管部長が福祉事務所長
を兼任している場合が多い（宇山：99）。
3.4.　配置される職員
福祉事務所に配置される職員は，業務内容により
それぞれ異なる法律で規定されている。生活保護業
務においては，社会福祉法第15条で①指導監督を行
う所員，②現業を行う所員，③事務を行う所員が定
められている。指導監督を行う所員は，同条第３項
で「所長の指揮監督を受けて，現業事務の指導監督
をつかさどる」とされており通常，査察指導員と呼
ばれている。現業を行う所員は，同条第４項で「所
長の指揮監督を受けて，援護，育成又は更生の措置
を要する者等の家庭を訪問し，又は訪問しないで，
これらの者に面接し，本人の資産，環境等を調査し，
保護その他の措置の必要の有無及びその種類を判断
し，本人に対し生活指導を行う等の事務をつかさど
る」とされている。査察指導員及びケースワーカー
は，共に「社会福祉主事」でなければならない。
ケースワーカーの定数としては，同法16条で，都
道府県の設置する福祉事務所では，被保護世帯の数
が390世帯以下であるときは６人とし，被保護世帯
数が65世帯を増すごとに，これに１人を加えた人数
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とし，市の設置する福祉事務所においては，被保護
世帯数が240以下であるときは３人とし，被保護世
帯数が80を増すごとに，これに１人を加えた人数，
町村の設置する福祉事務所においては，被保護者世
帯数が160以下であるときは２人とし，被保護世帯
数が80を増すごとに，これに１人を加えた人数とさ
れている。このように，都道府県設置の場合１人あ
たり65世帯，市町村の場合１人あたり80世帯とされ
ている。この数は，1999（平成11）年の地方分権一
括法に伴う社会福祉事業法の改正時に，「法定」数
から「標準」数へと変更された。
４．担い手の確保と育成を阻む要因
4.1.　職員の専門性について
査察指導員及びケースワーカーに求められる「社
会福祉主事」とはどのような資格なのか。社会福祉
法第19条では，「社会福祉主事は，都道府県知事又
は市町村長の補助機関である職員とし，年齢20年以
上の者であって，人格が高潔で，思慮が円熟し，社
会福祉の増進に熱意があり，かつ，次の各号のいず
れかに該当するもののうちから任用しなければなら
ない」と規定されている。条文中の “ 次の各号 ” の
主なものに，大学で厚生労働大臣が指定した科目の
うち，３科目以上履修し卒業したものという項目が
ある。いわゆる “３科目主事 ” と呼ばれる資格者で
ある。指定科目は，表１のとおりである。
福祉系の大学にしか設定されていない科目が多く
あるが，文科系の大学の一般教養科目で設定されて
いるものもある。例えば経済学部の学生が，「経済
学」，「民法」，「経済政策」を履修した場合，それだ
けで「社会福祉主事」の任用資格を得ることになる。
専門性の確保という面からは，問題があるといえる
のではないだろうか。
また，「年齢20年以上の者であって，人格が高潔
で，思慮が円熟し，社会福祉の増進に熱意があり」
という規定があるが，実際に福祉事務所の現場を見
ても，福祉系ではない大卒新規採用職員が，最初に
福祉事務所のケースワーカーとして配置されること
も決してめずらしくない。年齢要件はクリアして
も，他の要件に合致しているかどうかはいささか疑
問が残る。若いからいけないということではない
が，生活保護受給者の大半は高齢者であり，受給に
至るまでの間において，解決できない多くの問題を
抱えた人も多いことから，そういう被保護者の「自
立助長」に携わるには，法律が規定する社会福祉主
事として本来の要件を備えた職員が対応するべきと
考える。
さらに，厚生労働省の「福祉事務所現況調査（平
成21年）」（表２）によれば，全国の福祉事務所にお
いて，社会福祉主事任用資格を保有している割合は
査察指導員で74.6%，ケースワーカーで74.2% とい
う状況であった。査察指導員，ケースワーカーとも
表１　社会福祉主事の資格に関する科目
社会福祉概論，社会福祉事業史，社会福祉援助技術論，社会福祉調査論，社会福祉施設経営論，社会福祉行
政論，社会保障論，公的扶助論，児童福祉論，家庭福祉論，保育理論，身体障害者福祉論，知的障害者福祉論，
精神障害者保健福祉論，老人福祉論，医療社会事業論，地域福祉論，法学，民法，行政法，経済学，社会政策，
経済政策，心理学，社会学，教育学，倫理学，公衆衛生学，医学一般，リハビリテーション論，看護学，介
護概論，栄養学，家政学
表２　福祉事務所職員の資格取得状況
区分
社会福祉主事 社会福祉士 精神保健福祉士
査察指導員 現業員 査察指導員 現業員 査察指導員 現業員
生活保護担当
資格取得者数（人） 1,937 10,299 80 641 7 66
取得率（％） 74.6 74.2 3.1 4.6 0.3 0.5
（参考）査察指導員総数　2,596人　現業員総数　13,881人
出典：厚生労働省『平成21年　福祉事務所現況調査』　筆者一部加工
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に４人に１人が資格を所持していないということに
なる。
4.2.　経験年数
査察指導員及びケースワーカーの福祉事務所にお
ける経験年数はどの程度であろうか。厚生労働省の
調査（表３）によれば，査察指導員としての経験年
数については，１年未満の者が26.3％となっており
１年以上３年未満の者は38.8％であった。すなわち
３年未満の者が65.1％という結果である。ケース
ワーカーの場合，経験年数１年未満の者の割合は，
全現況員のうち25.4％も占めている。福祉事務所内
においては，４人に１人が生活保護業務を初めて行
う職員ということになる。
そして，東京都の報告書『生活保護を変える東京
提言』によれば査察指導員のうち，ケースワーカー
経験のない者の割合は，2007年度で31.1％となって
いる。一般的に，査察指導員は係長級であり職員と
しての経験はベテランと思われるが，生活保護業務
についてはケースワーカーの経験がなく経験年数も
短い職員が配属されている状況である。ケースワー
カーを指導監督すべき立場にあるのが査察指導員で
あることを考えるとこうした人員配置の実態は，何
らかの対応が求められるのではないか。
こうした原因の背景として生活保護業務の職場は
人気がないことから，それぞれの職層で配属を希望
する職員が少なく一旦配属されても他部署への異動
を訴える職員が多いことが考えられる。吉永によれ
ば「俗に，自治体職員の行きたくない職場は，
『NHK 職場』（納税のＮ，福祉のＨ，国保のＫ）な
どと言われているが，そのような状態を放置してい
ては，改善する意欲とスキルのある職員配置は期待
できない」（吉永：19）と述べている。生活保護業
務を希望する職員の需給バランスは崩れている状態
といえる。
被保護者への支援は対人援助技術等のソーシャル
ワーク技法を用いていく必要があるところ，現実に
は経験や知識が乏しいばかりか不本意ながら業務を
遂行せざるを得ないという逆の人員配置がなされて
いるといっても過言ではない。
このような状況では，生活困窮者に対するアドバ
イスが適切に行われているかどうか疑わしくなって
しまう。さらに被保護者の側から見れば担当のケー
スワーカーの技量や熱意に差があることは，その後
の自立への方向性に影響が出てくる。公平性が求め
られる行政サービス上あってはならないことではな
いだろうか。
4.3.　ケースワーカーの数
近年，生活保護受給者は急増しており2013年７月
時点で制度発足後，最多の158万8,521世帯となった。
受給者数は215万8,946人であった。最少であった
1995（平成７）年の受給者数が88万2,229人であっ
たことから2.44倍になっている。主な要因としては，
バブル経済崩壊以降の構造的な不況，高齢化の進
展，そして特に際立っているのが，2008年秋に起き
た世界同時不況以降における失業者の増加である。
この被保護世帯の増加に伴いケースワーカーの不足
が深刻化している。
前述のとおりケースワーカーの定数は，1999（平
表３　生活保護担当の経験年数の状況
区分
生活保護担当査察指導員
総数 １年未満 １年以上３年未満 ３年以上５年未満 ５年以上
実数（人） 2,596 684 1,007 448 457
構成比（％） 100.0 26.3 38.8 17.3 17.6
区分
生活保護担当現業員
総数 １年未満 １年以上３年未満 ３年以上５年未満 ５年以上
実数（人） 13,881 3,526 5,262 2,880 2,213
構成比（％） 100.0 25.4 37.9 20.8 15.9
出典：厚生労働省『平成21年　福祉事務所現況調査』　筆者一部加工
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成11）年の地方分権一括法に伴う社会福祉事業法の
改正時に，「法定」数から「標準」数へと変更された。
このため，世帯数に応じて厳密に守られていたケー
スワーカーの数が守られなくなった。ケースワー
カーの人件費については，地方交付税交付金の算定
基礎とされているが，自治体によっては，それを他
の予算に回すことも可能であり，必ずしもケース
ワーカーの増員につながっていない実態がある。
都政新報社の調査（都政新報2010年５月14日付）
によれば，2010年度に東京23区の福祉事務所におい
て生活保護関連で職員定数の増員を実施したのは14
区となっている。江戸川区や豊島区においては生活
保護を所管する課が増設され体制が強化された。行
政改革が叫ばれ職員定数の増加が困難を極めるにも
関わらずこれだけの増員を措置するのは大変稀な
ケースといえる。日本経済新聞社の調査（日本経済
新聞2010年３月10日付）によれば，墨田区において
は，被保護人員の増加のため１人のケースワーカー
が133世帯を担当している。社会福祉法の規定から
するとこの数は標準数の1.66倍となっている。被保
護者の訪問や相談に応じることはもとより新規申請
の対応も含めると，職員の業務量は増大している。
さらには，ミーンズテスト（資力調査）にかける労
力も奪われ不正受給の発見が遅くなる弊害も生じて
いる。
こうした状況下，福祉事務所内においては職員に
余裕がなくなり，ベテラン職員から経験の浅い職員
へノウハウの引継ぎを行うことも困難になり後継の
職員が育たない職場環境に陥っている。福祉の仕事
は，いうまでもなく人間相手の仕事であり，一朝一
夕に人材が育つことはない。査察指導員やベテラン
職員からのアドバイスで相談援助技術を磨く必要が
あるがその仕組みが機能していない。その結果，職
員の育成はもとより，さまざまな社会資源を駆使し
被保護者を自立に繋げる取組みもおろそかになって
いる。
５．人材の確保と育成を推進するために
5.1.　専門性の担保
前項で述べてきたように，現在の生活保護行政に
携わる職員の専門性については，本来あるべき姿か
ら大きく乖離している状態であることが分かった。
こうした問題を解決するためには，福祉専門職の採
用を拡大する必要があるのではないだろうか。現
在，都道府県や政令指定都市では，概ね福祉職の採
用実績がある。中でも東京都や特別区では，受験に
際し国家資格である社会福祉士資格６を条件として
いる。他の自治体は社会福祉主事の任用資格を条件
としているところが多い。試験科目も福祉系の科目
を課しており，専門職として一定の要件を備えた人
物を採用できる体制になっている。
しかしながら都道府県や政令指定都市以外の自治
体では，福祉専門職としての採用試験を実施してい
る自治体は少ない。理由としては，職員の定年に至
るまでの期間において，規模の大きな自治体であれ
ば，福祉職として異動できる部署が多くあるが，規
模の小さな自治体では，それが困難となることが考
えられる。
こうしたことを改善するため，自治体間の職員交
流を今より活発にし，法改正等のハードルはあるも
のの任命権者を超えて異動できる仕組みを構築し福
祉専門職の採用枠を増やすことを検討する必要があ
るのではないだろうか。また，社会福祉法の第14条
では「町村は，必要がある場合には，地方自治法の
規定により一部事務組合又は広域連合を設けて，前
項の事務所を設置することができる」とされてい
る。これを，市レベルでも可能にして「福祉に関す
る事務所」については，一部事務組合等によって自
治体の地域に縛られず設置を検討することも大切で
はないだろうか。
さらに前項で指摘した福祉事務所で働いている職
員のうち社会福祉主事任用資格を所持していない者
については，社会福祉法第19条第１項第２号で規定
されている厚生労働大臣の指定する養成機関におい
て講習会参加や通信教育等の方法により早急に社会
福祉主事任用資格を得るよう取り組むべきである。
5.2.　ケースワーク業務の一部委託
生活保護法制定当時の1950（昭和25）年と現代を
比較すると，生活困窮状態に陥っている人への支援
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の方策は，複雑化・多様化している。高度経済成長
時代であれば，かなりの割合で就労への道も開けて
いたが，近年の構造的な不況下においては，年齢や
スキルといった条件が大きなハードルとなり容易に
就労自立の方向に進むことができない。また，スト
レスが原因で，精神を患い就労ができなくなり生活
保護を受給せざるを得ない人も増加している。ケー
スワーカーには，経済問題の解決法に加え精神面で
のサポートも含めた社会資源の活用などの幅広い知
識が求められる。生活保護の知識だけではなく，例
えば，借金の整理，年金保険の減免，ハローワーク
の利用方法などについても知識がなければならな
い。いずれも制度の違いから一箇所の機関で対応す
ることは困難であると同時に，これらの制度を生活
困窮者の状況に応じてアドバイスできる人は福祉事
務所の中でも少ないのが現状である。
このように生活保護業務の守備範囲が多岐に渡
り，その中から被保護者の課題に即して個別に施策
をコーディネートする困難性について，武藤博己は
「公共性」と「収益性」の観点から市民社会におけ
るサービス提供のあり方として図１のような類型化
をしている。「従来，行政がサービスの提供責任を
負ってきた領域は主に右上Ａと左上Ｂの部分，すな
わち公共性の高い領域であるが左下Ｃの一部，すな
わち公共性は低いものの収益性も極端に低い領域で
も，行政がサービスを提供する場合もあった。具体
例としては生活保護があげられる」（武藤：95）と
指摘している。すなわち生活保護制度は被保護者に
対する個別的なサービスであり「消費の集合性」換
言すれば「公共性」は低く併せて収益性，採算性も
極端に低くなることから政府セクターによって執行
されなければならない領域といえる。
さらにこの領域の対応について「収益性の低さを
行政側が補い，個別性への対応を民間が補い，そし
て一定の質の維持を両者が責任を負うという図式に
なるであろう」（武藤：97）と分析している。こう
した指摘を踏まえた上で，問題を改善するために
は，生活保護業務の二本の柱であるケースワーク業
務と保護費の支給業務について，前者は，社会福祉
士会７等の専門職能団体に委託することも検討する
べきではなかろうか。すでに福祉事務所において
は，就労支援や資産調査についてはハローワークや
年金事務所の OB 職員を嘱託員として雇用するなど
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図1　市民社会サービスの提供システム
出典：武藤（2003）『入札改革』p94
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を行っている。医療費のレセプト点検なども外部に
委託している自治体が半数以上にのぼっている。
自治体の現場ではケースワーカーの専門性を維持
するのが困難になっていることから，そうした問題
も解消することができる。さらに，専門知識を持っ
た外部のソーシャルワーカーによる支援で，自立に
つながるケースが増えることも期待できる。
しかしながら，ここで一つ問題になるのが現行の
社会福祉法では「社会福祉主事は，都道府県知事又
は市町村長の補助機関である職員とし」（第19条）
とあることからケースワーク業務自体を外部に委託
することには法改正が必要になると思われるので，
就労支援等と同様に被保護者の支援方針の計画策定
や処遇方針の進め方についてアドバイスを受けると
いう取り組みからはじめることを提案したい。現在
でも福祉事務所においては必ずしも査察指導員が
スーパーバイザーの役割を担っておらず経験の長い
ベテラン職員から支援方針等の策定に関して指示を
受けていることもある。今後そうしたベテラン職員
の異動や退職に対処するためにも外部の専門家を交
えることで，複雑化した被保護者の課題解決に多角
的な見地から関与することが可能となり停滞してい
る自立助長の状況を改善することが予想される。
5.3.　効果的な執行体制
次にケースワーカーの守備範囲を見直す観点か
ら，負担の軽減と専門性の確保を図る手法について
提案したい。ケースワーカーが支援する市民は高齢
世帯，障害世帯，母子世帯，稼働可能世帯等多岐に
渡っている。これは，ケースワーカーの担当は自治
体内の地域ごとに決められているからである。ちな
みにケースワーカーは一般的に地区担当員とも呼ば
れている。しかしながら前述したとおり複雑化した
市民のニーズに一人のケースワーカーが専門的に対
応することは難しい。現実的には「自立の助長」よ
り「経済的給付」に業務の重心が移り本来の支援が
疎かになる傾向があるのではないか。
そこで，ケースワーカーの担当を地域ごとに分け
るのではなく保護世帯の種別ごとに分けることを提
案したい。それとともに自治体内の高齢，障害，母
子等のセクションと連携して支援する体制を構築す
る必要がある。現在のところ経済的な理由によって
生活困窮に陥った市民は年齢等に関係なくすべて生
活保護部門で受け持つ傾向がある。こうした体制を
あらため生活保護部門と各施策担当部門が連携しき
め細かく市民のニーズに応えられる体制を構築する
ことが望ましい。
さらに，時代に見合った支援体制に組み替えてい
く必要もある。現行生活保護法は，1950（昭和25）
年に成立して以来，日本におけるセーフティネット
の中心として機能してきた。制度の細部においては
様々な改正を行いながら時代に即した役割を果たし
てきた。現行の生活保護制度は，最後のセーフティ
ネットと言われるとおり，加齢，病気，怪我，失業，
離婚等によって収入が減少した全ての場合に適用さ
れることから，さまざまな年齢層や生活状況の受給
者がいる。失業による一時的な収入の減少の場合も
あれば，母子世帯のように長期的に見れば，子ども
の自立等によって保護から脱却するケースもある。
一方で定年後の年金収入だけでは，生活を維持でき
ない世帯や，そもそも無年金のため加齢により仕事
ができなくなると一切の収入が途絶える世帯が増加
している。日本社会の構造的変化に伴い，保護対象
者も大きく変化してきた。世帯類型別にその構成比
を見たとき，厚生労働省の被保護者調査（2013年５
月）によれば，「高齢者世帯」は45.2％であり「障
害者世帯」の11.4％と合わせると56.6％となってお
り半数を超えている。生活保護法の目的は，健康で
文化的な生活の維持と自立助長である。しかしなが
ら，高齢者世帯と障害者世帯が半数以上となった現
在，自立助長という法の主旨は実態に合っていない
のではないだろうか。事実，福祉事務所においても
65歳以上の被保護者に対しては，自立助長としての
就労指導は行わない。これは，障害者世帯に対して
も同じことがいえる。
こうしたことから，これからの公的扶助制度を考
えたときに，前述の仕組みをさらに前進させ「高齢
者世帯」，「障害者世帯」については，生活保護制度
から切り離してそれぞれ高齢者施策，障害者施策そ
して医療施策等として経済的な自立に捉われること
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なく，きめ細かく処遇する仕組みづくりも検討する
べきではないか。
5.4.　適切な人員配置
福祉事務所に配属されるケースワーカーの人事異
動は，自治体内の通常の異動基準で実施されること
が多く，異動前までは，税務や建設といった福祉と
は関係のない仕事をしていた職員がケースワーカー
として配属されることもある。一般的に異動サイク
ルは，３年から４年程度となっており，組織として
知識やノウハウが蓄積されにくく，一定水準の業務
レベルを保つのが困難な場合もあり，特に団塊世代
の大量退職に伴い業務に必要な知識が大幅に失われ
ている状態である。
こうしたことを改善するため，ケースワーカーの
人事異動のサイクルは，通常の自治体内の事務職よ
り長くする必要があるのではないだろうか。こうし
たことで職場内においては，長期的な視点に立って
ベテラン職員のノウハウを確実に継承することが可
能となり，若手職員の育成も時間をかけて取り組む
ことができる。
また前述のとおり生活保護の現場は不人気職場と
なっており通常の人事異動では需給バランスが維持
できていない。そこで，ひろく庁内から職員を公募
してみてはどうであろうか。自治体内には，公務員
の原点である「人助け」，「市民の役に立つ仕事」に
関心を持っている職員が多くいるはずである。限ら
れた人材を効果的に配置し問題解決を図ることが肝
要である。職員の適性や意欲を汲み取る任用方法と
して通常の人事異動のローテーションとは別に本人
の自己申告による異動の仕組みをつくることで，や
る気のある職員を集めることが可能となる。
６．おわりに
本稿では，現行生活保護法の理念を概観し，これ
まで果たしてきた役割は十分認めたうえで，現代の
生活困窮者支援のセーフティネットとして機能しき
れていない部分を課題として浮き彫りにした。
格差社会の大きな要因であるグローバル化に対応
する社会構造の変化を，今の日本で急激に方向転換
することは難しい。であるならば，従前の社会保障
制度を単に踏襲するのではなく社会の様々な分野で
しっかりとセーフティネットを張り巡らし貧困状態
に転落する人々を減らすとともに貧困の固定化を改
善する取組みが求められる。
本稿を執筆している最中，2013年12月６日の臨時
国会において，生活保護法の改正案が自民党，公明
党，日本維新の会，みんなの党，生活の党の賛成多
数によって成立した。
本法案が目指すところは，保護費の抑制といわれ
ている。就労を促進し保護からの脱却を促すことは
よいことであるが，現場の運用姿勢が「保護の廃止」
にシフトするなら改正の意味はない。
法改正を活かすかどうかはそれを運用する福祉現
場の職員にかかっているといっても言い過ぎではな
いだろう。生活保護法が適切に運用されているかど
うかをきちんと見極めていく必要がある。また，本
稿で触れた改善の提案が多少なりとも役に立つこと
があれば幸いである。
注
１　生活保護受給者数は2013年７月現在，215万人を超え
ており，2011年に過去最高を更新して以降増加傾向が続
いている。
２　小山進次郎（1915-1972）。1938（昭和13）年厚生省に
入省。1950（昭和25）年，社会局保護課長となり改正生
活保護法の制定を主導した。著作に『生活保護法の解釈
と運用』がある。
３　厚生労働省，社会保障審議会福祉部会「生活保護制度
の在り方に関する専門委員会」の報告書（平成16年12月
15日）によれば，「自立支援」について，「経済的自立の
ための支援（就労自立支援）のみならずそれぞれの被保
護者の能力やその抱える問題等に応じ，身体や精神の健
康を回復・維持し，自分で自分の健康・生活管理を行う
など日常生活において自立した生活を送るための支援
（日常生活自立支援）や，社会的なつながりを回復・維
持するなど社会生活における自立の支援（社会生活自立
支援）をも含むものである」としている。
４　1946（昭和21）年，占領軍総司令部は日本政府に対し
①国家責任の原則，②無差別平等の原則，③最低生活保
障の原則を踏まえた公定扶助を構築するよう指令した。
同年の第90回帝国議会において法案は提出され，10月か
ら施行された。
５ 東京都23区内に住む単身男性（41歳～59歳）の場合，
第１類費（飲食や被服など個人単位の費用）が，38,180
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福祉事務所における職員の現況と課題
円，第２類費（光熱水費などの世帯共通の費用）が，
43,430円，住宅扶助費の上限が53,700円となり合計する
と１カ月の最低生活費は，135,310円となる。（2013年７
月現在）
６　昭和62年５月の第108回国会において制定された 「社
会福祉士及び介護福祉士法」（昭和62年法律第30号）で
位置づけられた，社会福祉業務に携わる人の国家資格で
ある。同法２条で社会福祉士とは「専門的知識及び技術
をもって，身体上もしくは精神上の障害があること，ま
たは環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある
者の福祉に関する相談に応じ，助言，指導，福祉サービ
スを提供する者または 医師その他の保健医療サービス
を提供する者その他の関係者との連携及び調整その他の
援助を行うことを業とする者」とされている。2013年11
月末現在，全国で165,584人が登録している。
７　国家資格である社会福祉士資格を所持している者の職
能団体。全国組織と地方組織によって構成されている。
東京社会福祉士会のホームページによると，ホームレス
の実態に関する全国調査（生活実態調査），府中市路上
生活者巡回相談事業，品川区ホームレス訪問相談，品川
区生活安定応援事業，新宿区生活安定応援事業，中野区
生活保護受給者財産管理支援事業等の事業を国や自治体
から受託している。
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